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はしがき
マクドナルド，ケンクッキー・フライド・チキン，小僧寿司などのチェー
ン店では，全国どこへ行っても，メニューも味もまったく変わらない。プラ
ンドはもとより，店構え，内装，什器なども一様で，同じユニフォームに身
を固めた従業員がどこでも同じ態度で客に接している。このため，これらの
店は大きな会社の支店や事業部ー一下部組織単位 (sub-units) 一~であって，
本社によって直接に管理されているととかく思われがちである。
しかし，事実はそうではない。こうしたチェーン店は，その大部分が独立
の企業（そのほとんどは個人事業）であり，大企業の組織の一部をなすわけでは
ない。ごく少数の直営店ー一レギュラー・チェーン (regularchains)一ーを除
けば，それらはそれぞれの所有主をもち，それぞれの所有主によって管理・
運営されている別個の店舗である。ユニフォームは同じでも，各店舗の従業
員もそれぞれの所有主と個別に麗用契約を結んでいる。大組織の1構成単位
一大袈娑にいえば地域別事業部一~うにみえても， 少なくとも形式上は
組織外部の独立企業群なのであり フフノチャイズ契約 (franchisecon-
tract)という特殊な長期契約によって，多数の企業間に，相互に親密な企業
間関係 (interfirmrelation)ができあがっているにすぎない。
フランチャイズ契約で結ばれたこれら多数の企業群—フランチャイズ・チ
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ェー ン (franchisechains)一は，営利事業を行う組織としてはやや特異であ
る。それらは顧客の抱く企業イメージを傘下企業全体で共有して，長期にわ
たり，強い相互依存関係をもつ点におい-t,また階層的に上位にある組織か
らの指示と統制に服する点において，企業の内部組織 (internalorgani-
zation)にきわめてよく似ている。しかし，そうではあっても，他方では，
それぞれが独立企業として行動し，「指令」 (fiat)の代わりに，「市場取引」
(market transaction)を通じて資源を配分し， そして意思決定の調整と制
御を行う。フランチャイズ・チェーンは，いわゆる中間組織 (intermediate
organization)の1つに属していて，企業組織と市場組織の両方の性質を同
時にもっている。このため，「フランチャイズ関係は，企業の本質とその統
合の範囲について根本的な疑問を提起する」 (Cavesand Murphy I, 1976, 
p.572)といわれている。
このような特質に注目して，フランチャイズ・チェーンにおける会計情報
の流れを分析することは，今後の会計研究において，きわめて重要な意味を
もつ。それは，まず第1に，親密な企業間関係が存在する場合には，企業と
企業の間でどのような時に，どのように会計情報のヤリトリが行われるかを
明らかにし，「企業間の会計情報システム」 (interfirmaccounting infor-
mation system)を解明する手掛りを提供する。ここで得られる基礎的な洞
察は，特にわが国に顕著だといわれる企業集団や下請企業群などにおける会
計情報の分析にも有効であろう。第2に，内部組織と市場組織の両方に跨る
会計情報システムを分析することは，内部会計（管理会計）と外部会計（財務
会計）の機能に対して新たな角度から光を当てることにもなる。第3に， こ
の種の研究は，進展しつつあるネットワーク社会において，会計情報システ
ムが果たす新しい役割を展望するのにも大いに役立つであろう。
このような理由から，本稿においては，フランチャイズ契約に焦点を合わ
せて会計情報の検討を進めるが，その下準備のために，次の第I節では，暗
に企業組織内部における権限委譲関係と対比しながら，独立企業を結びつけ
るフランチャイズ契約の構造と特質を記述する。その際，理解を容易にする
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （81)3 
ために，比較的馴染み深いファースト・フーズのチェーンを想定するが，こ
こでの分析結果は，コンビニエンス・ストア， レンタ・カー，ホテル，学習
塾など，他の業態においても十分に妥当するはずである。この検討結果を受
けて，第1I節では，独立企業間における危険分担関係 (riskbearing re-
lationship)をやや詳細に論じて， それが及ぽすインセンテイプ (incen-
tive)とエージェンシー問題 (agencyproblem) への影響を明らかにす
る。そして，第皿節と第w節で，強い相互依存関係下にある独立企業間にお
いては，可能性の問題として，いったいどのような場合に会計情報の受け渡
しが必要になり，その際にはどのような会計情報が，どのように提供される
かを検肘してみたい。この検討によって， フランチャイズにおいて会計情報
システムが果たす4つのタイプの機能が識別されるであろう。最後の第V
節は，全体を要約して，今後の検討課題を明らかにすることに充てられてい
る。
I フランチャイズ契約の特徴
1. フランチャイズ契約
フランチャイズ (franchise)というのは，基本的には， ブランド， トレ
ード・マークなどの無形私有資産 (intangibleproprietary assets)のリー
ス取引であり，その貸手はフランチャイザー (franchisor)--＿わが国では事
業本部とか本部企業―と，その借手はフランチャイジー (franchisee)-
(1) 
わが国では加盟店とか独立加盟企業一—―といわれる。フランチャイザーは強力な
イメージの下に独特の製品やサービスを開発して，それをトレード・マーク
など，法律上の無形資産として私有化する。そして，所定の対価を支払った
(1) フランチャイズを正確に定義するのは容易でないが，標準的なものは，「保護
されたトレード・マークの所有者が，他の人または他の企業に対して，財・サー
ビスを生産・配給する目的で，このトレード・マークの下で営業を行う権利を有
償で提供する，長期の有期契約」 (Cavesand Murphy I, 1976, p. 572)，とす
るものである。
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フランチャイジーに対して，一定の地域内で，その無形資産を使用して，フ
ランチャイザーが開発した製品やサービスを排他的に製造（調理）・販売する
権利を供与する。
フランチャイジーは，この権利を購入することによって，契約期間中，指
定された地域の中で，フランチャイザーのトレード・マークを使用しなが
ら，指定された事業を独占的に行うことを保証される。この保護された営業
(2) 
区域のことを一般にテリトリー (territory)と呼んでいる。テリトリーの保
護はフランチャイズのきわめて重要な構成要素の1つである。
フランチャイズ契約で中核的部分をなすのは，このような無形資産のリー
ス取引であるが，そのほかに，種々の経営支援サービスも供与され，これら
が総合的パッケージ一フランチャイズ・パッケージ (franchisepackage)という
―としてフランチャイジーに供与される。この経営支援サービスは，開業
前のものと開業後のものの2つに分けることができる (Hunt,1977, p. 71)。
まず，チェーン店を開業する場合には，資金の調達，用地の選定，店舗の
設計と施工，経営者を含む要員の訓練，メニューの決定，原材料供給業者の
確保，営業マニュアルの作成など，多くの困難な問題を解決しなければなら
ない。高度な意思決定能力を備えていて，これらの重大な問題を自力で解決
できるフランチャイジーは少ないから，フランチャイザーは内部に専門スク
ッフを擁して，フランチャイジーが行うこの種の開店準備過程を援助する。
このサービスは「開業前経営支援 (pre-openingassistance)」といわれて
いる (Hunt,1977, p. 71)。
このようにして開店した後においては，宣伝，仕入れ，製造，従業員の指
揮・監督，経理，税務など，多岐にわたる日常業務を遂行しなければならな
い。これらの日常業務を担当するのは，開業前のトレーニング・プログラム
(2) このテリトリーにはオープン・テリトリー制とクローズド・テリトリー制の2
つがあり，前者によれば1テリトリーで複数企業が営業できるのに，後者によれ
ば， 1テリトリーで1企業しか営業できない。フランチャイズでは，クローズド
・テリトリー制によるのが普通である。
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （83)5 
で訓練を受けたフランチャイジーである。彼等は，フランチャイザーから提
供された詳細な営業マニュアルにもとづき，標準化された手続きにしたがっ
て定型的な意思決定 (programmeddecision)を行う。しかし，彼等は時と
して解決困難な問題に遭遇することがある。そこで，フランチャイザーは必
要に応じてコンサルテング・サービスを提供して，フランチャイジーの日々
の経営活動を援助する。このサービスが「開業後経営支援 (post-opening 
assistance)」と呼ばれるものである (Hunt,1977, p. 71)。
このようなフランチャイズ・パッケージを代価を支払って購入するとフラ
ンチャイズ契約が成り立ち，契約の当事者の間に長期にわたる強い相互依存
関係ができあがる。双方とも独立企業なのに，フランチャイジーの業務はフ
ランチャイザーの経営方針に大きく依存するし，また反対に，フランチャイ
ザーはフランチャイジーの営業活動によって種々の経済的影響を受ける。そ
してまた，多数の加盟店の間にも，相互に経済的インパクトを与えあうとい
う密接な依存関係が生じる。以下，この相互依存関係を整理して，フランチ
ャイズ契約の特徴を明らかにすることにしよう。
2． 機能の分担とその調蓋
フランチャイズ契約の重要な特徴の1つは，フランチャイザーとフランチ
ャイジーという，独立の企業の間において機能の分担 (functionsharing) 
が行われる点である。それは垂直的に業務を分担するという意味と意思決定
を分担するという意味の2つに分けて考えることができよう。
まず第1に，フランチャイズの場合には，フランチャイザーはブランドな
いしイメージの創出と維持に特化して，本来ならそれに伴うはずの日々の製
造・販売活動には従事しない。フランチャイザーの業務はマスメディアを通
じて中央集権的に宣伝を行い，自己の製品を差別化することが主であって，
ローカル市場でその製品を消費者に直接に供給することではない。これに対
して，多数のフランチャイジーは，消費に近いところで，地域的に分散した
形で製造と販売を進めるが，その際，それぞれのローカル情報を結合した
り，テリトリー内での宣伝に努めたりすることはあっても，プランド名と経
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営ノウハウは基本的にフランチャイザーのそれに依存している。普通の小売
業では 1企業で行われる事業活動は，こうして2つの活動分野に分離され，
それぞれ別個の企業によって担当されるのである。この分業がフランチャイ
ズの大きな特徴の1つをなす。
このような垂直的な活動の分割は明らかに双方に利益をもたらす。専門化
すれば，それによって「業務遂行による学習」 (learningby doing)が進
み，それぞれの側に職務特殊知識 (jobspecific knowledge)が蓄積される
し，また規模の利益も実現されるであろう。全国規模で宣伝することとロー
カル市場で供給することとの間に最適規模の遮いがあるとすれば， 2つの活
動を結合するよりも分離する方が効率的になりやすい (Rubin, 1978, p. 
231)。これらの点で，フランチャイズには競争上の有利な条件が少なくな
い。
しかし， フランチャイズにおける分業はそれだけではない。フランチャイ
ズではまた意思決定機能も 2つに分割されていて，それぞれがフランチャイ
ザーとフランチャイジーとの問で分担されている。マーケテング戦略，プロ
ダクト・ミックスの決定，店舗立地の選択，店舗のレイアウトの設計などは
小売店を営むうえできわめて重要な意味をもつ戦略的意思決定 (strategic
decision)であるが，これらの選択は高度の経営技術と判断力を必要とし，
専門的知識と豊富な経験をもつ人々でなければ結局はうまくいかない。とこ
ろが， 1つひとつの小売店についていえば，この種の意思決定が必要とされ
るケースは少なく，例えば開業準備の過程で行う意思決定にしても，それを
行うのは 1回限りのことにすぎない。
フランチャイズにおいては，頻度の少ない，しかし重大な意味をもつこの
種の意思決定を一括して，それを高度の経営スキルをもつフランチャイザー
の専門スクッフに委ねる。この分業によってまず誤りの意思決定による機会
損失 (opportunityloss)が回避されるが，その他にもいろいろな利点が生ず
る。加盟を希望する人々が次々に出てくるかぎり，フランチャイザー側の専
門スクッフにアイドル・クイムは生じないから，経営ノウハウの効率的利用
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （85)7 
が図られるし，また彼等にこの種の決定問題に常時クッチさせればそれはス
クッフの経営スキルをますます洗練するのにも役立つであろう。
これに対して，フランチャイジーは，開業前に，あるいは開業後に， トレ
ーニング・プログラムによって経営管理教育を受けるにしても，その意思決
定能力は限られたものでしかない。せいぜい定型化された日常的な業務意思
決定を行いうるにすぎない。しかし，開業時の意思決定はフランチャイザー
の専門スクッフに委譲しているし，日常業務についても非定型的意思決定
(unprogrammed decision)については，専門スタッフの支援を随時受け
ることができる。異常な事態には，いわゆる「例外原理 (lawof excep-
tion)」にしたがってフランチャイザーの援助を求め，それによって個々の
問題を解決していけばよい。
したがって，このような意思決定の分業と専門化は小売業への参入を容易
にするという重要な効果をもつ。フランチャイズでは，パッケージとして高
度な経営管理サービスと経営者訓練が提供されるし，日常業務も経営支援が
受けられる。このため，たとえ経営能力に不安があっても，それは開業を妨
げる要因にはなりえない。たかだかミドル・マネジメントの管理能力さえあ
(3) 
れば，それで独立店として十分に運営していける。
このように，フランチャイズでは活動分野と意思決定とが分割され，それ
ぞれが別の人々によって担当されるとしても，同様の分業関係は組織の内部
にも存在する。本社一支店，本社一工場，本社一事業部などにも同じ分業関
係が存在するし，また上位管理者と下位管理者との間で意思決定を分担する
のも組織内ではごく普通のことである。とすれば，こうした垂直的な機能分
(3) まったくの未経験者でも，独立店を開業できるというフランチャイズのセール
ス・ボイントは，フランチャイザーの提供する経営者訓練と経営支援によるが，
これは参入を容易にするだけでなく， 事業の失敗を防ぐという効果ももってい
る。事実，フランチャイズ加盟店の倒産率はきわだって低いといわれており，こ
れらの点から，フランチャイズは経営能力も資金もない経済弱者に自立の途を拓
くものとして，アメリカでは一時，社会政策の観点から注目されたことがある。
これらの論点については， Hunt(1972)を参照されたい。
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担それ自体はフランチャイズの固有の特質とはいえないのではなかろうか。
たしかにその通りである。しかし，そうではあっても，組織内部での分業
で，例えば本社が事業部に供与する無形資産や経営管理サービスに対して，
いちいち価格を決めて，事業部が本社に支払いをするようなことがあるだろ
(4) 
うか。何とも興味深いことに，フランチャイズでは，「取引」が企業内から
市場に移行するため，たとえ管理サービスの供与でも，両者間で受け渡すも
のにはすべて市場価格が成立するのである。
フランチャイズ契約を結ぶにあたっては，フランチャイザーは多数の応募
者の中から自己に有利なフランチャイジーを選択することができる。フラン
チャイジーもまた，独自に小売店を開業するかそれともフランチャイズに加
盟するか，加盟するとすればどれに加盟するかといった選択の余地をもって
いる。この競争条件の下で，双方が自己に有利になるように交渉して，値段
を取り決める。この過程には市場メカニズムが働いているため，財・サービ
スの交換はすべて市場価格の媒介を受ける。この点こそ，内部組織と決定的
に遮うフランチャイズの特徴の1つにほかならない。
8． 企業間のコントロール機構
フランチャイズ・チェーンでは，店舗のイメ・ージのみでなく，提供する商
品の種類と品質，販売価格，サービスの供与方式，営業時間など，多くの点
において店舗間に統一性がなければならない。顧客が地域間で移動しても，
チェーンにおいてならどこででも，そのプランドから期待した通りの消費が
できるという点が重要であり，この条件を整えるためには，使用材料，製造
方法など，細部にいたるまでフランチャイザーが指定して，手続きを標準化
しておくことが不可欠である。そしてさらに，指示通りに実施させるために
は，何等かの方法で監督する必要が出てくる。
このような意識的な管理はもちろん内部組織では当然のことである。調整
とコントロールがなければ分業の利益は実現されないから，上位管理者は下
(4) 内部組織にはこれに類似する問題として共通費•本社費の配賦があるが，それ
は計算的な費用の割当てにすぎず，市場価格の利用ではない点に注意されたい。
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （87)9 
位管理者に対して権限にもとづいて指令し，いろいろな手段によって指揮・
統制するのが普通である。しかし，フランチャイズの場合には，コントロー
ルする方もされる方も独立企業だという特徴があり，このため，コントロー
ル活動は組織の枠を超えて，「他企業」にまで及ぶ。 コントロール活動も企
業間に跨り，市場過程を通じて意思決定の制御が行われる。
フランチャイズの場合には，コントロールされる側が企業組織の外にある
ために，内部組織の場合のように，権限にもとづいてトップダウンに指令す
ることはできない。双方が対等の立場にあるから，まず契約締結の段階で，
細部にいたるまで双方の権利と義務を明文化して，それぞれの独立企業にど
ういう権利があり，何を遮守しなければならないかを自主的に取り決める。
この取決めは膨大な量になるのが普通で，その中には，フランチャイジーが
常にしたがわなければならない手続き，コントロールするためにフランチャ
イザーがとりうる手段，遮反があった場合の措置などが列記されており，中
にはフランチャイジーの会計報告義務，フランチャイザーのモニターの権利，
会計情報へのアクセス権，監査の実施権，監査人の指定権など，会計に関連
した事項も多数含まれる。独立企業の間では，明文の契約で取り決める以外
に取引相手に義務を課す手段がないから，将来のありとあらゆる事態を想定
して，契約締結時に「条件付き契約」 (contingentcontract) の形でコント
(5) 
ロール・システムを設置するのである。
そして次に，この取決めに実効性を与えるために，これも当事者間の契
約を通じて，種々のエンフォースメント・メカニズム (enforcementme-
chahism)を設け，契約が確実に履行されるように細心の工夫をする。独立の
企業間においてはコントロール活動も市場過程をへて行う以外にないから，
まず事前に遵守すべき義務を契約に明記しておき，ペナルティを背景にし
(5) 加盟店の間の販売価格のバラッキは顧客に不信を与えるため，フランチャイザ
ーはしばしばフランチャイジーの販売価格まで指定する。しかし，この拘束は再
販売価格維持に類似していて， 不当に競争制限的であるという指摘が少なくな
い。詳しくは Kursh(1968), Hunt. (1972)を参照されたい。
10(88) 第 32巻第 2 号
て，その忠実な履行を迫っていく方法をとらなければならない。このような
方法は一般に「市場的エンフォ ースメント・メカニズム」(marketenforce-
ment mechanism)といわれている (Klein,1980, p. 360)。
フランチャイジーが契約条項に逮反した場合に賦課されるペナルティには
種々のヴェリエーションがありうる。遮約金をとるとか前納した保証金を没
収するというのもその例であるし，買戻し (buyback) 条項もその 1つで
ある。しかし，その最も極端な方法は，契約遮反時にはフランチャイザーが
一方的に契約を破棄できるという条項一ー一方的解約条項 (one~sided ter.mina-
tion clause) —を設け，フランチャイジーをいつでも「解雇」できるよう
(6) 
にしておくことであろう。この条項は経済力を背景にした「不公正取引」の
典型だと時に非難されるが，ェンフォースメント・メカニズムとしてはきわ
めて重要な手段の1つをなす。企業間においては，内部組織の場合のよう
に，昇進・降格，配置換えなどの人事政策は利用できないから，こうした強
力な手段を残しておかないとコントロール活動はその有効性を失ってしまう
(7) 
(Klein, 1980, pp. 358-59)。
(6) 一方的解約条項という「脅威」(threat)によってフランチャイジーを統制する
のは「ムチで一列に整列させる」 (Hunt,1977, p. 76)に等しいという批判が絶
えない。事実， 1970年代には，ささいな契約遮反をいいがかりに，契約の破棄，
安い価格での買戻し，契約更新の拒否などをする事例が続発して，各地で紛争が
起きた。中には，事業が軌道に乗るのを見計らって，買戻条項により，それを一
方的に「巻き上げる」・悪質なフランチャイザーもいたといわれる。このため，ァ
メリカでは1970年代に，多数の州政府が「公正取引法 (fairpractice laws)」を
成立させ，フランチャイジーの保護を図った。詳細については， Hunt (1977), 
Klein (1980)を参照されたい。
(7) フランチャイザーからすれば，加盟店の従業員は別企業の労働者（そのほとん
どはパート・クイム労働者や家族労働者）である。したがって，その労働時間が
．どれほど長くともフランチャイザーが労働者保護法の法律遮反を問われることは
ないし，また自社内の労働組合の圧力も免れている。この点もフランチャイズ・
システムの大きな特徴の1つである点に注意されたい。なお，これに対抗する動
きとしては，フランチャイジーが団体を結成して，集団でフランチャイザーに圧
力をかけた例がある。
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （89)11 
このように，コントロール活動を市場を通じて行うとすれば，企業組織内
部でするよりもおそらくコストは高くなるであろう。交渉，契約締結，監
視，紛争防止，訴訟などに多くの費用がかかる可能性がある。またこれらの
手段は内部組織の場合ほど直接的ではないから，効果にも限度があるにちが
いない。地域的に拡散している多数の加盟店に対して，上司が部下を管理す
るのと同じ位に有効に，管理できるかどうか疑わしい。しかし，そうである
にもかかわらず，現実には，フランチャイザーがフランチャイジーを企業の
内部に吸収してしまう傾向ー一垂直的統合 (verticalintegration)ー ーは必ずし
も一般的なものではない。それどころか，フランチャイズ店の数はますます
増加しつづけ，小売業の大きな割合を占めるにいたっている。とすれば，そ
の理由はいったい何であろうか。この点を理解するためには，その所有構造
(ownership structure)とインセンティプ問題にまで検討を深めなければ
ならない。
4. 所有構造とインセンティブ問題
企業組織の下部単位一例えば事業部ー一→で使用される資産は，管理上分
離されているとはいえ，企業全体の資産の一部であり，その下部単位が独自
にその資産に対して財産権 (propertyright)を保有するわけではない。そ
れはいわば本社が「出資」したものであり，その運用に伴うリスクは，財産
の所有権にもとづき，まず本社によって，そして最終的には株主によって負
担される。
もちろん下部単位の管理者一例えば事業部長—もリスクを完全に免れ
ているわけではない。一種の「歩合給」的な給与体系があれば，彼等が管理
する単位の業績と彼等が受け取る報醐（非金銭的なものも含む）との間に強い正
の相関が生ずるであろうし，またそうした直接のリンクがない場合でも，業
績の成否が報醜の増減につながることは少なくない。例えば，事業部の業績
が上位管理者によって評価されているとすれば，少なくとも長期的には，こ
の業績評価はボーナスや昇進などに影響して，彼等の生涯所得や満足の水準
を変えることになるであろう。この意味では，たしかに彼等も管理する単位
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と運命を共有する。しかし，彼等は管理責任を負う資源を自分で「所有」し
ているわけではないから，最終的な危険負担は免れている。彼等は「雇われ
た管理者」にすぎず，事業が失敗したといっても，自分の個人財産を投げ出
すことまでは要求されていない。彼等の責任は限られている。
ところが，フランチャイズの場合にはこの点に大きな遮いがある。フラン
チャイザーはフランチャイジーに無形資産をリースし，管理サービスを提供
するが，株式保有などによって加盟店に出資することはまずないといえる。
設備のリースやサプ・リース，資金の融資や斡旋，債務保証などはめずらし
くはないにしても，このような金融関係はフランチャイズ契約にとっては付
随的なものにすぎない。フランチャイズ店に出資し，それを所有するのはフ
ランチャイジー自身なのであり，フランチャイザーはそれに対して所有関係
や金融関係をもたないのが普通である。
フランチャイジーが自ら店舗を所有し，そしてそれを自己の責任において
管理するとすれば，このことは，所有と経営は分離していず，逆に両者が融
合していることを意味する。このため，フランチャイジーは，事業が成功す
れば所有者とじてその繁栄を享受するが，反対に，事業が失敗した時には所
有者として悲惨を味わわなければならない。最終的にリスクを負担する所有
者はフランチャイジーなのだから，事業の成否は，結局は，彼等の肩に直接
に降りかかる。
フランチャイズの加盟に必要な資金は比較的小額だといわれるが，経済力
の小さいフランチャイジーにとっては，この小額の投資も「集中投資」であ
ることが多い。分散投資をすればリスクが軽減されるのに，その途は閉ざさ
れている。この状況において，フランチャイジーに大きなリスクを賦課すれ
ば，それはインセンティブに重大な影響を与えずにはおかない (Rubin,
1978, p. 226)。量的にであろうが質的にであろうが，フランチャイジーが投
下する経営努力の水準を引き下げれば．それが業績の低下につながるかぎ
り，自己の行為によって自らを貧しくすることになる。反対に．経営努力の
水準を引き上げれば，それが業績を改善した程度まで，自らの富を増やす結
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （91)13 
果になろう。したがって，外部から人為的に目標を押しつけたり特に動機づ
けたりしなくとも，フランチャイジーは収益を拡大し，原価を切り詰めるよ
うに意思決定を行う。所有と経営が一休化しているために，努力水準を引き
上げようとする自然な動機が醸成され，資源の非効率的な利用が最小限に抑
えられるのである。いわゆる「フランチャイズ倫理 (franchiseethic)」と
いうのはこの点に関しており，フランチャイズの大きなメリットの1つに数
えられている。
「フランチャイザーにとって，フランチャイズの第2の有望性は『フ
ランチャイズ倫理』からくる。『フランチャイズ倫理』というのは，簡
単にいうと，フランチャイズ化された事業単位は 2つの世界の最善のも
の，つまり洗練された大会社のビジネスの手順（フランチャイザー）と独立
した所有者兼経営者（フランチャイジー）の駆動力と創意とを結びつけるこ
とである。フランチャイジーは自分の事業単位を所有するがゆえに，会
社が運営する事業単位の経営者よりも彼等はヨリ懸命に働き，ヨリ真面
目になると期待されるのである。」 (Hunt,1977, p. 73.傍点原著）
このような傾向があるとすれば，フランヂャイズにおいてはコントロール
の機構は内部組織の場合ほどには重要になりえない。フランチャイジーの自
由な意思決定に任せても，効率の損失はかなりの程度まで避けられる。ここ
に，コントロールの機構を簡略にして，それだけ管理費用を節約できるとい
うフランチャイズのもう 1つの利点が生まれる。
フランチャイズの店舗は一般に地域的に散在していて，数も多い。しか
も，ローカル市場の顧客のニーズに柔軟に対応するには，フランチャイジ一
に大きな裁量権 (discretion)を残しておかなければならない。この状況に
おいて，すべてのフランチャイジーを内部組織のように厳格に管理するとな
ると多大な費用が発生する。ところが，フランチャイズでは，所有と経営が
融合しているために，この大きな費用を節減することが可能で，それだけ競
争上も優位に立つことができる。ある論者によれば，フランチャイジーが垂
直統合されずに生き残る理由の1つはこの点に関係している。
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「〔なぜ垂直統合されないのかの〕答えは， 無形資産を共有することの複
雑性に対して独立の企業が対処している場合でさえも，活動分割によっ
て生ずる費用の削減と純収益の増加といった種々の利益があることであ
ると思える。ローカル生産を監督するのに居住所有者を使えば，内部的
なコントロールと監督の費用を削減できる。所有者の動機と努力の投下
は，雇用されている従業員のそれを越えるであろう。ローカルな生産単
位の監督者はしばしば自分自身で，あるいは家族労働を通じて，多くの
労働を投入しており，この労働の限界機会費用は，特に長時間開店して
いる小売店（ガソリンスクンドやコンビニエンス・ストア）においては，雇用
されている労働者のそれを下回るであろう。」 (Cavesand Murphy I, 
1976, p. 575) 
]I 危険分担関係とエージェンシー問題
1. 対価支払方式
以上で明らかになったように，フランチャイズでは，財産権を保有して事
業のリスクを引き受けるのは基本的にはフランチャイジーの方であるが，し
かし，そうだからといって，彼等がいつも全部のリスクを負担するのでは必
ずしもない。実際には， リスクの一部をフランチャイザーに転嫁し，フラン
チャイジーとフランチャイザーとがリスクを分担しあう場合が存在する。こ
の危険分担関係はフランチャイジーの努力水準に影響を与えるだけでなく，
企業間のコントロール・システムやそのための会計情報にも重大なかかわり
をもつ可能性がある。そこで，この節で，もう少し詳しく検討してみよう。
そのためには，まず対価の支払方式から整理しておかなければならない。
既に述ぺたように，フランチャイズではフランチャイザーがプランドと経
営支援サービスを提供し，フランチャイジーがフランチャイザーに対して対
価を支払う。この支払方法としては，次のようないろいろな代替法がありう
る (Cavesand Murphy I, 1976, pp. 575-78) 
(a) フランチャイズ料
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （93)15 
フランチャイジーがフランチャイズに加盟する時に頭金として一定の金
額を支払うよう要求されることが多いが，この金額は一般にフランチャイ
ズ料 (franchisefee) ー一加盟金~これは，フランチャイ
ジーにとっては初期投資で，取り返しがきかない埋没費用 (sunkcost) 
である。なお，フランチャイズ料が分割払いにされることも考えられる
が，その場合にも，この埋没費用という性質は変わらないとみてよい。
(b) 固定的インプットのマークアップ
フランチャイズ・への加盟の条件として，店舗の設備，備品などをフラン
チャイザーまたはその指定業者から調達することが要求されることがあ
る。この場合において，フランチャイザーが設備の原価に一定の金額を上
乗せしているとすれば，この上乗せ部分ー—ーマークアップ (markup) -
は， フランチャイジーが加盟の代償として支払いを求められた金額といえ
る。設備更新時のものを別とすれば，最初の開業時にその大部分が支払わ
れるのが普通であり，したがってその性質はフランチャイズ料とほとんど
同じである。いずれも，定額の前払いという性質をもつ。
フランチャイザーから設備などをリースまたはサブ・リースして，毎期
一定額のリース料を支払っている場合もあるが，その支払額に上乗せ部分
(8) 
が含まれていれば，これも同様の性質のものとみなすことができる。唯一
の遮いは分割払いという点である。
(c) 売上ロイヤリティ
フランチャイジーがその売上高の一定彩をフランチャイザーに支払うと
いう契約を結んでいる場合には，その支払額をロイヤリティ (royalty)
(9) 
と呼んでいる。課税にアナロジーを求めて，この方式は「売上課税(sales
(8) ファースト・フードのフランチャイズ契約には設備などのリース契約が付随し
ている場合がかなりあるが，このようにリース契約を付加すると，企業間関係は
いっそう濃密化して，フランチャイザーの権限も大きくなる点に注意されたい。
(9) 日本においては，対価が店舗面積の何％と定められ，これがロイヤリティと呼
ばれることが少なくないが，この支払方法によれば毎期の支払金額は一定となっ
て，変動費ではなくなる。むしろそれは固定費となるから，この「定額ロイヤリ
ティ」というのは，分割払いのフランチャイズ料と考えなければならない。
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tax)」方式ともいわれる。この方式によった場合，支払額は売上の増減に
応じて増減し，したがってフランチャイジーからすればそれは変動費にな
る。なお，この方式には数量基準と金額基準の2つがありうる。
(d) 変動的インプットのマークアップ。
フランチャイジーの使用する変動的なインプット（材料など）の全部また
は一部を，フランチャイザーかその指定業者から購入することが要求され
ていて，その価格に利益が上乗せされている時， 上乗せ部分ー一疇マークア
ップー一＿はフランチャイザーヘの支払いとみなすことができる。 このマー
クアップ方式は，アウトプットではなくィンプットヘ「課税」する点で売
上ロイヤリティと異なるが，在庫増減が少なく，売上と仕入れがほぼ対応
しているかぎり，それらの間に実質的な差異はないといいうる。いずれ
も，フランチャイジーからみれば，変動費である。
この変動的インプットヘの「課税」は，フランチャイザーからすれば，
仕入れた原材料に一定の利益を付加してフランチャイジーに引き渡すこと
を意味する。したがって，内部組織にアナロジーを求めれば，これは一種
の「振替価格制度」 (t~ansfer pricing system)であるといえよう。フラ
ンチャイザーは，フランチャイジーに供給する価格を設定することによっ
て，フランチャイズ・パッケージの対価を受け取っている。したがって，
特に使用材料の指定，外部調達の禁止，小売価格（再販売価格）の指定など
を行っておいて，この制度を採用すると，価格の上げ下げはフランチャイ
ジーの利益を操作するのと同じことになる。フランチャイズ・チェーンに
おいて，ィンプット価格の設定がしばしばコンフリクトに発展するのはこ
の理由による。
なお，この方式によれば，フランチャイザーに一括購入の利益（大量仕入
れによる原価節約）が生ずる点にも注意されたい。••
(e) 利益分配
ロイヤリティは普通は売上高に対して何％．と決められるが，その代わり
に売上から費用を差し引いた残余ー一純利益＿に一定％の「課税」を行
フランチャイズ契約と会計情報システム(1)（岡部） （95)17 
うことも考えられる。この「利益課税 (profittax)」方式を文字通りに
厳密に運用すれば，フランチャイジーの売上が損益分岐点を下回った時に
は，定められた％だけ，フランチャイザーが損失を負担しなければならな
いが，普通は，所得税と同様にアシンメトリックな構造にして， フランチ
ャイザーは利益がある時にのみ参加し，損失には参加しないようにするこ
とが多い。この場合には，売上が損益分岐点を超えていればフランチャイ
ザーは利益の一定％を受け取れるが，それ以下の時には何も受け取らない
ことになる。
(f) 保証金
保証金は，それが返還されるかぎり， フランチャイザーヘの支払いとは
いえない。後日確実に返還されるのなら，フランチャイジーが失うのは，
得られたはずの利子だけである。しかし，事業がうまく行った場合にのみ
返還されたり（失敗への罰金），逆に事業が失敗した場合に返還されたり（失
敗への補償）する場合があり，契約内容によって実質的意味はかなり異なる。
なお，前にも指摘したように，保証金は，契約蘊反の場合に没収されるこ
とがある。
(g) その他の対価
広告宣伝によってプランドの価値を維持するのはフランチャイザーの役
割である。しかし，特にわが国において，この費用の一部を広告宣伝費分
担金としてフランチャイジーに肩代わりさせることが多い。また，経営指
導料，会計事務費などを別個に徴収しているフランチャイザーもある。こ
れらの金額はフランチャイズ・パッケージの対価であり，定額とされてい
るのが普通だから，それらを分割払いのフランチャイズ料と同視しても問
題はないであろう。
2． エージェンシー問題
(10) 
このような対価支払方式の遮いはそれ自体が重要な意味をもつが，ここで
大切なのは，むしろそれがもたらす企業間関係への影善の方である。契約期
(10) これらの支払いはそれぞれの側において，それをどのように会計処理するかと
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間中，フランチャイザーがどこまでフランチャイジーの「面倒」をみるか
は，支払いがどのようになされるかに依存するところが大きいし，またフラ
ンチャイジーの勤労意欲—インセンティプー一ーも， フランチャイザーヘの
支払方法によってかなり造ってくる。別のいい方をすれば，長期にわたる契
約履行のプロセスにおいて，フランチャイザーとフランチャイジーが互いに
どこまで「手抜き」をし，相手側にどれほど「迷惑」をかけるかは，この選
択に密接なかかわりがあり，企業間協力の在り方に大きな影響を与えるので
ある。相手側に不利益を与えるこの「手抜き」の問題こそ「エージェンシー
問題」にほかならないから，種々の対価支払方式を，（1）定額支払方式，（2)
「売上課税」方式，（3)「利益課税」方式，の 3つの基本的なタイプに集約し
たうえで，起こりうる問題の概要をここで検討しておきたい。
(1) 定額支払方式
まず，当初にフランチャイズ料を支払う契約とか，固定的インプットに
「課税」する方式は，一種の定額支払方式であり，フランチャイジーからす
ればその支払額は固定費である。売上高が増減しても，それはフランチャイ
ザーヘの支払額にまったく影響を与えない。このことは，フランチャイザー
側からみれば，その取り分は加盟店の売上や利益とは無関係で，一定額の取
り分を保証されていることを意味する。リスクはそのほとんどがフランチャ
(11) 
イジーによってカバーされ，フランチャイザーはその負担から解放される。
いう問題を引き起こす。フランチャイザーはしかるべき時点で対価を収益として
計上しなければならないし，またフランチャイジーはロイヤリティの費用計上を
行うほか，フランチャイズ料などの当初費用を適切な方法で繰り延べなければな
らない。これらの会計技術的問題の中で，フランチャイズ料の収益認識に関する
問題は一時注目を集め，収益の計上基準として契約締結時点，フランチャイジ一
の営業開始時点，実質的なサービス供与時点などの代替法が盛んに議論された。
「実質的業務遂行 (substantialperformance)」という原則が確立されたのはこ
の議論を通じてである。詳細は AICPA (1973), Mckay (1970), Chalhoun 
II (1975), O'Connor (1977)をみられたい。
(11) ここでいう「リスク」はありとあらゆる危険を含むわけではない。それはきわ
めて限定された意味をもっていて，せいぜい共同して営む事業から生ずる収益の
バラッキ一分散ーーを含意するにすぎないことに注意しよう。
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この方式はフランチャイジーに大きなリスクを賦課するが，他方で，その
ィンセンティプを高めるという効果をもつ (Rubin,1978, p. 227)。したが
って，人為的な管理の費用がそれだけ節約されるという利点がもたらされる
が，しかし次の 3つのクイプのエージェンシー問題を生むおそれがある。
(i) フランチャイジーがあまりにも強烈な「原価意識」をもちすぎ，提
供する商品の品質を低下させる可能性がある。この行為はプランドの価値を
損なうから，フランチャイザーに経済的損害を与えるにとどまらず，他のフ
ランチャイズ店にも「被害」を押しつけることになる。品質を低下させると
その原価節約分は品質を切り下げた当のフランチャイジーに帰属するが，そ
れによる無形資産の価値の下落はフランチャイザーと他の加盟店の経済状態
を悪化させる。このため，外部効果がクテとヨコの両方向に一一垂直的外部
効果 (verticalexternality)と水平的外部効果 (horizontalexternality)--＿拡が
り，コンフリクトが引き起こされる (Mathewsonand Winter, 1985, p. 
521)。これを予防するには，巡回検査などを行わなければならないが，その
費用は決して小さいものではない (Rubin,1978, pp. 227-28)。
(ii) この方式によれば，フランチャイザーの取り分は定額で，加盟店の
営業成績に無関係である。このため，フランチャイザーは広告投資などを怠
って，貸与している無形資産の価値を劣化させることになりやすい。また，
開業後の経営支援のサービスに関しても「手抜き」をして，その質を低下さ
せるおそれがある (Rubin,-1978, p. 226)。経営支援サービスを提供する
という側面ではフランチャイザーがエージェントで，フランチャイジーがプ
リンシバルになっており，フランチャイザーの側がエ←ジェンシー問題を引
き起こす可能性があるのである。したがって，この双方向的 (bilateral)な
ィンセンティブ問題に対処するため，フランチャイジーの方がモニクリング
(monitoring)とコントロールを行わなければならなくなってくる (Ma-
thewson and Winter, 1985, p. 521; Rubin, 1978, p. 227) が，この問
題の解決も容易でなく，それを発見し，行動の是正を求めるには大きな費用
が必要とされる。
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(ii) フランチャイザーの収益がフランチャイジーの数に依存する関係
で，フランチャイザーは店舗数の拡大だけに熱心になりやすい。このことは
資源の過大投資を意味するだけでなく，専門スタッフの仕事を手薄にして，
経営支援サービスの質を引き下げることにつながる。また，既存のフランチ
ャイズ店のテリトリーを狭めるから，競争を激化させ，加盟店相互の間に深
刻なコンフリクトを引き起こしがちである (Cavesand Murphy I, 1976, 
p.579)。
(2) 「売上課税」方式
既に述べたように，「売上課税」や「インプット課税」はフランチャイジ
ーの営業量に応じて料金を支払う方式である。これによれば，フランチャイ
ジーの売上が増減すれば，その一定割合だけ，フランチャイザーの収益も増
減するから，売上の変動が避けられないかぎり，この方式はフランチャイザ
ーをフランチャイジーのリスクに「参加」させることになる (Caves.and
Murphy I, 1976, p. 529)。しかし，売上がゼロまで下がることはないとす
れば，たとえフランチャイジーの業績が悪くとも，フランチャイザーはロイ
ャリティを全部失うことはないし，またフランチャイジーの損失を負担する
こともない。これらの点で，フランチャイザーヘ転嫁されるリスクは比較的
小さいといえる。
売上高参加型にすれば，フランチャイザーの取り分は売上高の増加関数に
なるから，フランチャイザーも加盟店の売上拡大へ動機づけられ，プランド
の価値維持や経営支援にも積極的になるという傾向が生まれる (Rubin,
1978, p. 226)。先の定額方式とは遣い，この場合には， フランチャイザー
は契約後にも広告投資や経営支援を行う動機を失わず，エージェンシー問題
の発生が避けられる。
フランチャイジーからすれば，フランチャイザーヘの支払額は変動費であ
り，それを含む費用をすべて支払って，なお残りがあればそれが自分の取り
分である。この残余を大きくするには，まず売上を伸ばし，費用を切り詰め
なければならないから，フランチャイジーは売上の拡大と費用の節約に動機
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づけられることになろう。もしそうであれば，複雑なコントロール・システ
ムによって管理する必要は少なくなるが，他方で，商品の品質を維持すると
いうことが依然として大きな課題になりうる。フランチャイザーと他店へ外
部効果を及ぼしてでも商品の品質を引き下げた方が，この場合にもフランチ
ャイジーに有利だからである。
(3) 「利益課税」方式
利益参加型の場合，単に参加の彩の大きさだけでなく，損失が生じた時に
はその損失の一部をフランチャイザーが負担するかどうかといったこともき
わめて重要な遮いになる。しかし，この点を別にしていえば，「売上課税」
とは異なり，成果配分で収益のほかに費用が考慮に入れられており，それだ
けフランチャイザーが負担するリスクが大きく，フランチャイジー側のリス
クが軽減されているといえるであろう。このことがもつインプリケーション
はいくつか考えられる。
(i) リスクが軽減されただけフランチャイジーのインセンティプが下が
る可能性があり，このため，経営努力の水準を引き上げるための人為的機構
が重要になろう。他方，フランチャイザーもフランチャイジ一の利益に関心
を抱き，売上と費用の両方について「干渉」の動機をもち，コントロール活
動を強化するにちがいない。特にフランチャイジーの損失も負担しなければ
ならない場合には，損失の回避に強く動機づけられ，フランチャイジーの行
動に対して「発言 (voice)」を強めるであろう。このことは，フランチャイ
ザーが経営支援サービスの提供において「手抜き」をする可能性が小さいこ
とを意味する。
しかし， フランチャイズ店は地域的に分散しているから，このようなコン
トロール活動を行っても，その有効性には限度があり，エージェンシー問題
から生ずる効率の損失は避けられないであろう。管理活動を行う費用を支払
ってもなお管理が徹底しないことによる損失が生ずる余地があり，したがっ
てこれらの両方を考慮しなければならない。
(ii) 後述するように，この場合には，フランチャイザーヘの支払額を決
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めるために，利益の定義と測定を行って，会計監査を実施しなければならな
いが，フランチャイズでは家族労働が多いから，特に労務費用をどう定義し
測定するかに関して紛争が起きやすい。また，この利益参加型によれば，支
出が多いほど費用が増加して，フランチャイザーヘの支払額が少なくなる関
係上，どうしても店舗が負担する家計支出が増加する。また，いわゆる「職
務上の消費 (on-the-job-consumption)」などの，個人目的の支出も増加し
がちである。これらは当事者間の紛争の原因になるだけでなく，資源の利用
効率を引き下げる。
3. 契約の選択とその履行
フランチャイズ契約を締結すれば，その後において，フランチャイザーは
新製品の開発，広告投資，経営支援サービスの提供などをする義務を負う
し，またフランチャイジーも販売促進，イップットの効率的な結合，品質管
理などの意思決定をたえず行わなければならない。契約，それも長期契約の
場合には，こうした履行のプロセスが重要になり，双方が約束を忠実に守ら
なければ，よい企業間関係を維持するのはむずかしい。特に，「手抜き」の
可能性は相手側に大きな脅威を与える。
ところが，そうであるにもかかわらず，契約後に行われるすべての意思決
定を，細部にいたるまで契約で指定しておくのは不可能であるし，たとえ可
能でも，その遵守状況を逐ーモニク-するなど現実にはできることではな
い。このため，現実の契約は多かれ少なかれ「不完全契約 (incomplete
contract)」となって，どうしてもその履行の過程には緊張が生まれる。意
思決定の詳細が指定されていなければ，あるいは指定されていてもモニクー
が不十分であれば，それぞれが利己心 (self-interest)にしたがって意思決
定を行うから，エージェンシー問題の発生が避けられず，どうしても利害が
衝突する場合が出てくる。
このような履行過程に生ずる問題はある程度まで予測しえないことではな
いから，取引の当事者は，反機能的結果が予想される場合には，何等かの手
立てを講じて，それを回避しようとするであろう。事前に予測できるかぎり
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においては対抗措置を講ずることができるし，また対抗措置を講ずれば，そ
れだけ企業間関係も改善される可能性がある。例えば，会計情報を入手して
モニクリングを行えば，それだけでもエージェンシー問題はかなり緩和され
るにちがいない。かくて，契約の締結に際しては，単に対価支払方式を選ぶ
だけでなく，それと同時に，コントロールの機構や会計情報をャリトリする
仕組みを当事者の間で取り決める。
もちろんこうした人為的機構を導入すれば大きな費用ー―—金銭的・非金銭的
費用—が発生するし，またエージェンシー問題による効率の損失も完全に
避けられるわけではない。しかし，たとえそうであっても，失うよりも得ら
れる方が多いなら，人為的機構を通じて制御する方が双方に有利になるであ
ろう。かくて，こうした秤量の結果として企業と企業との間にさまざまな機
構が自生することになる。ある論者も次のように指摘している。
「明確にいうと，フランチャイジングが行われるのは，普通，フラン
チャイジーがフランチャイザーから物理的に切り離されていて，それゆ
えにフランチャイジーのパフォーマンスや行動をモニターすることが
困難な状況である。この状況においては，効率的となるよう一一怠業
(shirking) や過剰なレジャーの消費を避けるよう一—ーフランチャイジーにイ
ンセンティプを与えるようなコントロール機構を工夫することが採算に
合う。かかる機構が工夫できる範囲まで，フランチャイザーもフランチ
ャイジーも利益を得るであろう。というのは，それは，彼等が何等かの
方法で分けあう金額を増やすからである。換言すると，回避された怠業
は，当事者の双方が望ましくないと思うものにほかならない。」 (Rubin,
1978, p. 226) 
フランチャイズは，何もかも当事者の間で取り決められる「私的契約」の
世界であり，会計情報システムも基本的には合意を通じて形成され，合意を
通じて運用される。フランチャイザーとフランチャイジーとが，それぞれが
直面する状況において，そうする方が有利と判断した時，そしてその時にお
いてのみ，会計情報をャリトリする仕組みが生まれ，それを頼りに意思決定
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が行われる。われわれの関心事は，こうした当事者の選択の結果がいったい
どうなっているかである。しかし，この点を明らかにするには，会計情報が
利用される局面を整理して，それぞれの状況でどのようなタイプの会計情報
が使われるかを明確にしておかなければならない。フランチャイズの場合に
も，利用される会計情報は状況によって進い，いつでもどこでも同じという
わけではないのである。そこで， フランチャイズ契約の最初のステップに戻
って，契約の締結のプロセスから慎重に検討を進め，次いで契約の履行のプ
ロセスに焦点を合わせることにしよう。これらの検討が後続の節の課題であ
る。〔続〕
